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研究成果の概要（和文）：　非球形粒子で構成される粉体の流動のし易さ、いわゆる「流動性」の定量的評価の
確立を目的とし、局所流動性評価法の検討、および、その基礎となる粒子－固体壁間付着性の評価法を検討し
た。
　局所流動性の評価については、音叉式粘度計の適用を試み、装置の改良によりナノオーダーから数十ミクロン
の無機粒子および有機物粒子の見かけの流動抵抗が測定できることを明らかとした。
　粒子－固体壁間付着性については、Hamaker定数と分離距離の二乗の比を新たに相対付着性指標と定義するこ
とで、基準組み合わせとの相対的な除去され易さから粒子－固体壁間付着性が定量化できることを示した。

研究成果の概要（英文）：For the purpose of establishing the quantitative evaluation of so-called "
flowability", the local flowability evaluation method and the particle-solid adhesiveness evaluation
 method were investigated. 
Regarding the evaluation of local fluidity, I tried applying a tuning fork viscometer and clarified 
that the apparent flow resistance of inorganic particles and organic particles of nano order to 
several tens of microns can be measured by improving the apparatus.
As for the particle-solid adhesiveness, by defining the ratio of the square of the Hamaker constant 
and the separation distance as a relative adhesion index newly, it is possible to estimate adhesion 
force between particle and solid wall based on the comparison of removal efficiencies between the 
reference particle-wall combination and target combination of particle and wall.

研究分野：化学工学、粉体工学

キーワード： 粉体流動性　付着力　流体抵抗力　相対付着性評価　音叉式粘度計　見かけ粘度
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１．研究開始当初の背景
 粉体、すなわち微小な固体粒子の集合体は、
多くの化学プロセスにおいて、原材料や中間
製品、最終製品の状態として現れる。粉体が
取り扱われるプロセスでは、粒子濃度が希薄
な系では装置壁の粒子の付着が、高濃度な系
では原料供給、製品排出の不安定化や、配管
の閉塞などが、安定な操業に対する問題とな
っており、一般に、粉体はプロセス中での扱
いが難しいと言われている。取り扱いが難し
い要因は、粉体を構成する粒子の大きさの分
布などいくつかあるが、操業時の問題の多く
は、粒子の付着力に起因する。
作用する粉体の流動挙動は複雑であ
同士が接触しながら移動・流動する、供給や
輸送、圧縮成形などの粉体操作では、未だに
ノウハウと試行錯誤による機器設計・開発が
行われている。
近年、粉体操作機器にも適用できる離散要
素法（
ミュレーション方法が開発され、盛んに研究
がおこなわれているが、
形状を持った粒子群の挙動を推定するには
至っていない。このため、特に非球形粒子で
構成される粉体の挙動の予測に役立ち、機器
設計・開発の定量的指標となる、粉体の流動
のし易さ、いわゆる「流動性」の定量的評価
が求められ

 
２．研究の目的
 粒子同士が接触しながら移動する、供給や
輸送、圧縮成形などの粉体単位操作において、
非球形粒子で構成される粉体の流動挙動の
予測に役立ち、機器設計・開発の定量的指標
となる、
動性」の評価法の確立を目的とした
そのために、非球形粒子の流動挙動を定量
的に表し、かつ、流動中の粒子凝集構造変化
が計測できる粒子数層での局所流動特性が
測定できる試験装置（局所流動性評価装置と
称す）を試作する
試験装置を用い、
定義を試みた
 
３．研
(1)局所流動性評価
定量化するべき局所流動挙動を明らかにす
るために、
として
ノ粒子については、一次粒子を基本単位とす
るのではなく、数十ナノの凝集体を基本単位
とした圧縮流動が起きていることを示唆し、
このオーダーの局所流動挙動を定量化する必
要があること
粉体の流動性は、貯槽、供給、充填など
多くの粉体単
ひとつである。これまで粉体の流動性評価
については、
験など種々の方法が提案されている。これ
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らはいずれも、自由空間での重力流動や粉
体層の変形挙動に基づいており、バルク粉
体の流動性を評価していることになる。
こで、ミクロンオーダーの振動により流体の
粘度を測定する音叉式粘度計を、粒子群の局
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(2)
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４．研究成果
(1)
局所流動性評価方法として
の適用を
(㈱エー・アンド・デイ製
体の粘度測定と同様の手順で粉体の測定を
試みたところ、測定部（振動板）の振動によ
り試料粉体との間に隙間が生じ、正確な測定
が行えなかった。そこで、粉体を充填する試
料容器下部に加振装置を設置し、振幅
Avert=0.111
加えた。なお、この鉛直加振の周波数は約
60[Hz]
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流体抵抗を基礎とした粒子－固体壁間付

流動抵抗と、粒子形状など粒子物性
との関係を検討するために必要な粒子－固
体壁間相互作用について、新規に飛散現象に
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図３ 基準組み合わせでの除去率

図４ 分離に要する壁面動圧
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.            (4) 

c=max またはmin 
kmax=106 , kmin=22.6 
これを Eq.(3)に代入して得られる分離力 Frc
が付着力（Eq.(2)）と等しい時に除去される
ので、本装置で発生する最大分離力 Frmax、
最小分離力 Frminが次式で求められる。 

.                      (5) 

.
                  (6) 

この定数は測定面内での分離力に依存する
ので、装置係数であると考えられる。 
ここで、最小粒子径 Dxmin の未知試料が

Pwxmax で 100％除去されたとすると、
Eqs.(6)、(7)より次式が成立する。 

  (7) 

.
                    (8) 

この式より、相対付着性指標 Iad が、
Hamaker 定数と分離距離の二乗の比として
定義できる。 

.
                  (9) 

このように、Hamaker 定数と分離距離の
二乗の比で定義できる相対付着性指標によ
り、粒子－固体壁間付着性が定量化できるこ
とを示した。この指標を用いると、付着性の
違いを、見かけの Hamaker定数の違い、ま
たは、付着状態付着状態の違いとして定量化
できる。 
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